
金融・保険・証券
(1)

銀行持株会社内における子会社等の顧客情報の取扱明確化  【新規】

規制の現状

　銀行法第52条の21により、銀行持株会社が子会社である銀行の経営管理を
行うこととしている。また、銀行法第14条の２により、銀行とその子会社等につ
いて経営の健全な運営に資するための基準を定めることとしており、銀行は経
営の健全性の確保を求められている。
　なお、金融検査マニュアルでは「信用リスク管理に当たっては、金融機関と連
結対象子会社及び持分法適用会社とを法令等に抵触しない範囲で一体として
管理する体制となっているか」として、銀行が法令等に抵触しない範囲で子会
社等を含むグループ一体の信用リスク管理を行うことを求めている。
　しかしながら、民法第１条、第415条、第709条等の守秘義務に抵触する限り
は、子会社等の与信明細等顧客情報を取得し、グループ一体の信用リスク管
理を行うことができない状況である。

根拠法令等 銀行法

要望内容

　銀行持株会社及び銀行の経営の健全性を維持するために必要な、リスク管
理を目的とした顧客情報の取扱いについて、例えば、銀行法の改正等により、
銀行法上で限定的な守秘義務の例外扱いをうたう等、守秘義務上の問題が生
じないよう法整備を行うべきである。

要望理由

　グループ一体の信用リスク管理の必要性が高まっている中、現行法では、守
秘義務対応の観点から、銀行持株会社や銀行においてリスク管理を目的とし
た子会社等の顧客情報の取扱いが困難な状況にある。なお、顧客情報につい
ては、営業目的の使用はせず、リスク管理の目的で、銀行法上で限定的な守
秘義務の例外扱いをうたうようにすべきである。
　わが国金融・資本市場の国際金融センターとしての魅力を高める上でも、本
措置の実現が有効であると考える。

制度の所管官庁
及び担当課

金融庁総務企画局企画課信用制度参事官室

８．金融・保険・証券分野



金融・保険・証券
(2)

銀行代理業の許可要件に関する規制緩和

規制の現状

①銀行代理業者は、許可申請書の記載事項に変更がある場合、内閣総理大
臣に対し、２週間以内に届出を行わなければならない。許可申請書には、銀行
代理業者の親法人等の子法人等の商号、所在地、代表者名等の記載が必要
とされている。
②銀行代理業の許可審査に際しては一定の基準がある。

根拠法令等
銀行法第52条の37、第52条の39
銀行法施行規則第34条の32、第34条の37

要望内容

①許可申請書の記載内容及び対象を限定する（例えば、銀行代理業者の子法
人等・親法人等・親法人等の子法人等の「代表者」の記載を不要とする、また
は海外企業は対象外とするなど）とともに、届出時限を見直すべきである（例え
ば、銀行代理業者が銀行の子法人等である場合には、２週間以内の届出の適
用除外とし、銀行及び銀行持株会社が別途求められている経営実態報告の報
告サイクルに合わせるなど）。
②兼業承認基準に関して、銀行子会社(従属業務子会社、金融関連子会社等)
については、「所属銀行と銀行代理業者の利益が相反する取引が行われる可
能性があると認められる者」の中から「金融庁長官が定める者」として適用除外
とすべきである。

要望理由

①届出時限・内容とも、銀行及び銀行持株会社が別途求められている類似報
告（銀行法第24条及び第52条に基づく「経営実態報告」…子法人等を含む銀行
グループ各社の状況を定期的に報告）以上に厳しく（経営実態報告の報告時
限は半年ごと、代表者名については記載が求められていない）、過剰感が大き
い。また、銀行が銀行代理業者の親法人等に該当する場合には、届出内容と
経営実態報告の内容が重畳的となるため、非効率である。さらに、届出対象に
多数の企業を擁する大企業グループが含まれている場合には、銀行代理業者
が２週間以内に変更の届出を行うことは、実務的な観点から見ても負担が極
めて大きい。なお、銀行代理業制度の利用を促進する上でも、届出手続の見
直しを図ることが有効と考える。
②銀行の子会社については、仮に親銀行の銀行代理業者を兼業する場合も、
グループとしては事実上一体であり、両者間で利益相反行為等の弊害が生じ
るとは考えにくいことから、銀行の100％出資である金融関連子会社や、同様
に100％出資かつ100％収入を親銀行に依存している従属業務子会社等につ
いては、兼業承認基準の対象外とすることが妥当である。

制度の所管官庁
及び担当課

金融庁総務企画局企画課信用制度参事官室



金融・保険・証券
(3)

特定融資枠（コミットメントライン）契約の借主の対象範囲拡大

規制の現状

　特定融資枠（コミットメントライン）契約の適用対象は、下記のように限定されている。
①会社法上の大会社（資本金５億円以上または負債額200億円以上）
②資本金３億円超の株式会社
③金融商品取引法の規定で監査証明を受ける株式会社で、有価証券の発行者
④資産の流動化に関する法律に規定する特定目的会社
⑤投資信託及び投資法人に関する法律に規程する登録投資法人
⑥資産流動化業務を行うＳＰＣとなる株式会社

根拠法令等 特定融資枠契約に関する法律第２条

要望内容

①適格借入人の対象範囲を拡大し、中小企業(資本金３億円以下等)等に加え、以下の
ような借主を追加すべきである。
ア．国、イ．地方公共団体、ウ．独立行政法人、エ．国立大学法人、オ．学校法人、
カ．医療法人、キ．相互会社（生命保険会社）、ク．共済組合、ケ．消費生活協同組合、
コ．市街地再開発組合、サ．海外債務者（例えば、法第２条第７号として、「（適格借入
人）並びに、外国会社（会社法（平成17年法律第86号）第２条第２号の外国会社をい
う）、外国の法令に基づく契約であって投資事業有限責任組合又は有限責任事業組合
に類する者若しくは自然人」等を追加する等）
②資産流動化業務に関して、適格借入人に、「合同会社」及び「有限責任中間法人」、
特別目的会社(金融商品取引業等に関する内閣府令第40条及び第41条に定める有価
証券を発行する法人ならびにそれに準ずる外国法人)を追加すべきである。
③資産流動化業務に関して、適格借入人に、ＰＦＩ等プロジェクトファイナンスや船舶ファ
イナンスに係るＳＰＣを追加すべきである。このため、法第２条第６号のうち「...イからホ
までに定める行為を専ら行うことを目的とする者」の部分を「...イからホまでに定める行
為を主として行うことを目的とする者」と改正すべきである。
④大会社の子会社を適用対象とする等、実質基準での判定を導入すべきである。例え
ば法第２条第８号として、「前各号に掲げる者の子会社（会社法（平成17年法律第86号）
第２条第３号の子会社をいう）」を追加すべきである。

要望理由

①コミットメントライン(特定融資枠契約)は、すでに制度が導入されている大企業等のみ
ならず、中小企業や地方公共団体等にとっても有益な資金調達手段である。経済的弱
者保護という本法の当初の趣旨は首肯できるものの、現環境下においては、借主の範
囲について中小企業等を一律に排除していることは適切ではない。同様に、地方公共
団体・独立行政法人・国立大学法人等、十分な金融・法務知識を有する先については、
コミットメントライン契約を可能とすることによって、資金調達の多様化・安定化等が図れ
ると考えられる。また、海外債務者に対するクロスボーダー取引が増大する中、出資法
等が域外適用されないことについて明確化することが求められている。保護すべき借手
が海外に所在しているにもかかわらず、貸手所在国の保護規定を適用することは、国
際的な資金調達を行う借手にとって意味がないばかりか、わが国の金融機関の国際競
争力を削ぐこととなっている。
②資産流動化業務において、有限会社と同様に、ＳＰＣとして利用されている合同会社
及び有限責任中間法人との間で、流動性補完のためにコミットメントライン契約を締結
する必要がある場合がある。本要望が措置されれば、資産流動化業務のさらなる進展
が図られる。
　特に、資産流動化の１つである不動産証券化においては、投資家への投資リターンを
高める等の理由から、ノンリコース（非遡及型）ローンを活用することが多く、資産の取
得をタイムリーに行うためにも、コミットメントライン契約は非常に有効な手段である。一
方、ノンリコースローンの実行の前提となる会社形態は、費用及び倒産隔離性等の観
点から、「合同会社」とすることが一般的であるが、現在は、「合同会社」はコミットメント
ライン契約の適用対象外となっており、機動的な資産取得に支障をきたす場合がある。
③資金調達手段の多様化により、ＰＦＩを含むプロジェクトファイナンスや船舶ファイナン
スが近時急増しているが、借入人となるＳＰＣについて、該当要件に「専ら」と記されてい
るため、付随する為替取引や建設工事に係る契約の締結といった行為が含まれるか明
確でなく、法第２条第６号に該当するか疑義がある。
④適格借入人の子会社は、適格借入人と実質一体と判断可能であり、適合性を一律に
単体ベースで判断することは合理的でない。また、海外会社の日本法人が中小企業で
ある場合、母国では一般的なコミットメント契約がわが国では締結できないといった不都
合が生じている。

制度の所管官庁
及び担当課

金融庁
法務省



金融・保険・証券
(4)

信用保証協会の保証対象の拡大

規制の現状 　ＮＰＯ法人は中小企業に該当せず、信用保証協会保証の対象とならない。

根拠法令等 中小企業信用保険法第２条

要望内容
　特定非営利活動促進法に基づき設立されるＮＰＯ法人による信用保証協会
の保証利用を可能とすべきである。

要望理由

　ＮＰＯ法人には、中小零細法人が多い。主な収入源は会費や寄付等であり、
資金的に不安定である。ＮＰＯ法人による信用協会保証の利用が認められれ
ば、資金調達手段の拡大に資する。
　ＮＰＯ法人の多くは医療･福祉分野関連であるが、ＮＰＯ法人と同様に非営利
団体である医療法人、社会福祉法人は信用保証協会利用が可能であるのに
対し、バランスを欠いている。
　こうしたことから、少なくとも、特定非営利活動促進法に基づき設立されるＮＰ
Ｏ法人については、信用保証協会保証の対象に追加すべきである。

制度の所管官庁
及び担当課

経済産業省中小企業庁事業環境部金融課



金融・保険・証券
(5)

銀行法第16条の３（５％ルール）、同法第52条の24（15％ルール)の
適用対象からの信託勘定の除外　【新規】

規制の現状

　銀行法において、銀行、銀行持株会社またはそれらの子会社は、国内の会社
の議決権について、合算して、当該会社の総株主の議決権の100分の５（銀行
持株会社及びその子会社にあっては100分の15）を超える議決権を取得し、ま
たは保有してはならない。

根拠法令等 銀行法第16条の３、第52条の24

要望内容
　信託財産として所有する株式等にかかる議決権について、銀行法第16条の
３、第52条の24の適用対象から除外すべきである。

要望理由

　信託銀行は、信託財産について分別管理義務（信託業法第28条第３項、金融
機関の信託業務の兼営等に関する法律第２条）を負っており、議決権は別途に
行使される。当該信託財産は、受益者の利益のために管理するものであるた
め、銀行勘定において保有する議決権とは議決権行使のあり方が異なる。
　また、信託銀行は、信託業法及び金融機関の信託業務の兼営等に関する法
律によって厳しい受託者責任（信託業法第28条、金融機関の信託業務の兼営
等に関する法律第２条）を負っており、銀行等、銀行持株会社等の他業禁止規
定の逸脱、子会社の範囲に関する規定の潜脱防止の懸念はない。
　かかる規制が存在することにより、信託財産の運用に制約が出る場合があ
り、適正な運用を行う上での阻害要因となっている。

制度の所管官庁
及び担当課

金融庁



金融・保険・証券
(6)

「信託契約代理業」の適用業法の見直し【新規】

規制の現状

　代理店が受託者のために行う信託契約の代理・媒介について、当該信託の受託者が
受益権の発行者（金商法第２条第５項）とされる場合には、信託契約代理業に該当しな
い（信託業法第２条第８項）。
　受託者が発行者となるかどうかについては、金商法定義府令第14条第３項によるが、
例えば同一の経済実態を持つ一類型の商品（例：年金信託）について、代理店が受託
者のために当該信託契約の代理・媒介を行う場合、信託契約代理業と金融商品取引業
に分かれてしまい、実務上混乱が生じている。

規制の根拠法令 信託業法

要望内容

　信託契約の締結の代理または媒介を行う営業（以下「代理業務」という）について、業
法の適用を一律にするよう整理すべきである。
　年金信託の契約締結の代理または媒介を行う営業などは、一類型の商品でありなが
ら自益信託か他益信託かの違いや受託者の運用裁量の有無、当初信託財産の態様等
に基づく発行者概念の違いにより信託契約代理業と金融商品取引業に分かれてしまう
ことから、顧客の混乱回避のため、適用法を再整理すべきである。

　委託者・受託者間で信託契約が締結されてはじめて、基金型（金融商品取引業または信
託契約代理業）か規約型（信託契約代理業）かが確定し、さらに基金型の場合は、金銭のみ
が信託されるか、金銭及び有価証券が信託されるかによって業（前者であれば金融商品取
引業、後者であれば信託契約代理業）が確定することとなるため、実務上、以下①②のよう
な不都合が生じている。
①顧客に対して、金融商品取引業者として勧誘を行っているのか、信託契約代理業者とし
て勧誘を行っているのかの説明が困難である。かような説明を行うべき義務は法令上存在
しないが、顧客からの照会に対して明確に答えられないという不都合が存在する。
②金融商品取引業に該当する場合、信託契約の締結の媒介（勧誘行為）を行った時点で
「私募の取扱い」を行うものと解され、法定帳簿を作成する必要があると認識しているが、上
記の通り、信託契約が締結されるまでは、当該案件が金融商品取引業に該当するか否か
が確定しないため、勧誘行為を行う案件について幅広に帳簿を作成し、信託契約が締結さ
れた時点で帳簿から抹消する等の作業を行わざるを得ない。
　また、いわゆる福祉型信託商品である特約付金銭信託は、顧客ニーズによって自益信
託、他益信託のいずれの形態をとることも可能であるが、その形態（自益信託であれば金融
商品取引業、他益であれば信託契約代理業）がセールスの当初から決定していることは稀
であり、代理店としてどのような対応を行えばよいかが不明である。
　当該代理店が取扱う場合は、自益信託のみ金商業者等としての行為規制等の対応が必
要という複雑な整理となったこともあり、その取扱いを停止した代理店がある。
　さらに、受託者における実務上の不都合として以下のようなものがある。
①受託者の委託者に対する信託業法上の説明義務
　代理店が受託者のために行う信託契約の代理・媒介について、金融商品取引法が適用さ
れる場合（受託者＝発行者の場合）、受託者の委託者に対する信託業法上の説明義務（信
託業法第25条）が課せられる（信託業法施行規則第31条第３項によって説明義務を果たし
たものとみなされない）。
②広告規制について
　代理店が受託者のために行う信託契約の代理・媒介について、金融商品取引法が適用さ
れる場合（受託者＝発行者の場合）、代理店が委託者兼当初受益者に対して行う行為につ
いては、金融商品取引法が適用されないにもかかわらず、代理店が委託者兼当初受益者
に交付するパンフレットについては金融商品取引法の広告規制が課せられる。当該規制に
ついては、所属信託兼営金融機関より代理店に対して説明が困難となっている。
　以上のように、かかる整理は顧客の視点からも難解なものであり、顧客保護の観点から
も、金商法の適用対象にする等、「代理業務」の分かりやすい再整理を行う必要性がある。

制度の所管官庁
及び担当課

金融庁

要望理由



金融・保険・証券
(7)

信託契約代理店制度における復代理の許容

規制の現状 　「信託契約代理店」制度において、「復代理」までは認められていない。

根拠法令等 信託業法第67条

要望内容

　銀行法における銀行代理店制度同様（銀行法第52条の36第２項）、所属信託
会社の許諾を得て、信託契約代理店が復代理を選任することを可能とすべき
である。とりわけ、復代理のうち媒介については、所属信託会社の責任を前提
とすれば受益者保護の観点からも特段の支障はないと考えられることから、早
急に手当てすべきである。

要望理由

①例えば、ア.信託契約代理店たる親会社が、その子会社を復代理として選任
する、イ.証券会社・保険会社を信託契約代理店とし、当該者を所属会社とする
証券仲介業者・保険代理店を復代理として選任する、等の喫緊かつ強いニー
ズが存在する。
②平成15年７月28日金融審議会金融分科会第二部会報告でも「信託業の担
い手に対し信託契約の取次ぎのみを行う者について、その範囲を幅広く認める
ことは、信託サービスの提供チャネルを拡大し、利用者のアクセスを向上させ
ることに資すると考えられる。したがって、信託契約の取次ぎのみを行う者につ
いては、信託業の担い手の業務の健全性や受益者保護の観点から問題がな
いかどうか検討の上、信託契約の取次ぎのみを行う者の範囲を幅広く認める
方向で検討を行うことが適切と考えられる」とされている。
③代理店による「媒介」は、「代理店が顧客のニーズに対応して、商品・サービ
スを紹介し、顧客からの依頼に基づき、所属信託会社に対し案件の取次ぎを
行う」業務である。最終的に直接の顧客へのセールス・コンサルティング及び契
約締結は、所属信託会社が行ったうえで執行事務等を行うものであり、受益者
保護の観点から特段の問題はないと考えられる。
④2007年もみじ要望における回答では、「所属信託会社による指導等が不可
欠であり、受益者保護の観点を踏まえ検討する必要」とされている。しかし、信
託業法第85条で、信託契約代理店が行った信託契約の締結の代理等で顧客
に加えた損害を所属信託会社が賠償する責任が規定されており、すでに代理
の場合には所属信託会社による指導等が行われている。

制度の所管官庁
及び担当課

金融庁



金融・保険・証券
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保険会社の事業再編を可能とする規定の整備　【新規】

規制の現状

　保険会社が事業再編を目的として保険事業の分割・移転を行う場合、保険業
法上、責任準備金の算出基礎が同一である保険契約の「全部」を単位とした分
割・移転でなければならない(保険業法第173条の２、第135条)。
　顧客セグメント・チャネル、地域等の視点で事業を分割・移転し、その単位が
規模・質ともに適当な再編を行おうとしても、責任準備金の算出基礎が同一で
ある保険契約の「一部」であることから、行うことができない。

根拠法令等 保険業法第173条の２、第135条

要望内容

①同一グループ内において、責任準備金の算出基礎が同一である保険契約の
一部の移転を伴う会社分割や分社化を可能とする制度を導入すべきである。
②保険群団の維持、保険契約者間の公平の確保等に関する制度を導入すると
ともに、保険契約の単位が責任準備金の算出基礎が同一である保険契約の
「一部」であっても会社分割・包括移転を広く可能とする制度を導入すべきであ
る。

要望理由

①持株会社化が進展する保険業界においては、同一グループ内の保険会社
同士の商品がお互いに侵食しあうカニバリゼーションを解消し、グループ内の
商品事業ラインの集約化によるグループ経営の効率化を図ることや、販売事業
ラインの分社化による経営の機動性の確保・事業の高度化の促進などが期待
されている。同一グループ内における会社分割や分社化は、保険契約者の保
護や分割当事会社の健全性維持などの点で課題は小さい。会社分割が行わ
れても、グループ全体としての財務状況に変化はなく、契約移転とともに移転す
る財産額の適切な設定が期待できる。また、会社分割が行われても、サービス
水準やブランド性に大きな変更は想定されない。グループ内の会社分割・分社
化は、当該保険会社・保険持株会社・保険主要株主に対する金融庁の監督に
より、適切な運用が期待できる。
②（ア）保険契約者の異議申立て制度の充実（契約が移転する契約者と残存す
る契約者それぞれに異議申立制度を設ける）、（イ）分割の際に離脱を希望する
契約者に対する保険料積立金の返還制度の導入、（ウ）会社分割により承継さ
れる保険契約について、契約条項の変更が軽微で保険契約者の不利益になら
ないことを条件とする認可基準の導入、（エ）会社分割の認可時の添付書類とし
て、契約移転とともに移転する財産の額の妥当性についての書面提出の義務
付け、（オ）会社分割の認可時の添付書類として、会社分割を織り込んだ分割
当事会社の将来収支分析やＳＭ比率を記載した書面提出の義務付け、といっ
た措置を講じれば、保険契約者の保護や分割当事会社の健全性の維持を担
保でき、同一グループ内以外であっても保険会社間での会社分割を認めること
ができる。

制度の所管官庁
及び担当課

金融庁総務企画局企画課保険企画室



金融・保険・証券
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保険会社の特定子会社（ベンチャーキャピタル子会社）の保有比率10％超
投資対象企業の範囲等の拡大

規制の現状

　保険会社の特定子会社が10％を超えて投資を行うことが可能な企業につい
ては、保険業法施行規則で定められているが、範囲が限定的であり、例えば設
立まもない企業など、幅広いベンチャー企業への投資を行うことができない。
　また、投資時点ではその対象であって、10％超の投資を行った企業について
も、その後の企業成長により対象から外れた場合は、追加投資を行うことがで
きない。

根拠法令等 保険業法施行規則第56条

要望内容

　保険会社の特定子会社が10％を超えて投資できる企業の範囲について、た
とえば設立まもない企業など、幅広いベンチャー企業に拡大すべきである。
　また、10％超の投資を行った企業が、その後、企業成長により対象から外れ
た場合についても、投資期間が10年に満たない場合は、追加投資を可能とす
べきである。

要望理由

　昨今のベンチャー市場においては、従来からあるベンチャー企業に加え、大
企業からのスピンオフや大学発など、多種多様な企業が設立されている。これ
らの企業は、技術やビジネスモデルにおいて競争力を有しているが、資金・人
材等が不足している場合も多い。こうした状況において、保険会社の特定子会
社が10％を超えて投資できる企業の範囲が拡大すれば、ベンチャー企業の旺
盛な資金ニーズにも応えることができる。
　また、投資した時点では、対象であった企業が成長することによって事業規模
等が拡大した場合についても、追加投資が可能になれば、当該企業からの支
援継続等の依頼に応えることができる。
　保険業法第107条では、保険会社の業務範囲規制の潜脱等を防止する観点
から、保険会社の子会社が一般事業会社の議決権を10％超保有することを禁
止しているが、特定子会社については、一定の要件を満たすベンチャー企業の
議決権を10年間に限り、10％を超えて保有することが認められている。したがっ
て、10年間の保有期間制限を維持した上で、保険業法施行規則第56条に規程
するベンチャー企業の範囲を拡大することや追加投資を可能とすることは、業
務範囲規制等の趣旨からも問題ないものと考えられる。
　なお、一般のベンチャーキャピタルでは、一定の出資割合をもってベンチャー
企業の経営状況を詳細に把握することは、ベンチャー投資のリスク管理に極め
て有効な手段として認識されている。本要望が実現すれば、保険会社の特定
子会社のリスク管理についても同様の効果が期待できる。

制度の所管官庁
及び担当課

金融庁総務企画局企画課
中小企業庁企画課



金融・保険・証券
(10)

特別勘定に関する現物資産による保険料受入れ、移受管

規制の現状

　厚生年金基金の代行返上における物納等の場合は、特例措置として現物資
産の受払いが認められているが、原則として、保険料の受入れ及び解約時の
引渡しについて、株や債券等の現物資産によって行うことが認められていな
い。

根拠法令等 保険業法第97条、第118条、附則第１条の13

要望内容
　株、債券等の現物資産による保険料の受入れ、移受管を可能とすべく、法令
上の措置をすべきである。

要望理由

　新会計基準の適用に伴い、企業サイドでは、保有している株式を当該企業の
年金制度に現物で拠出することにより、退職給付に係る積立不足額を解消した
いというニーズが高まっており、企業の保有株式の年金制度への現物拠出は、
企業間の持合株式を市場に悪影響を与えずに解消できる手段として有効視さ
れている。
　現金化のコストは顧客にとって不利益となり、単独運用契約の場合、現物をそ
のまま移管できれば資産価値を減じることなく移管が可能となる。
　現金化に伴い、大量の株式売却が行われた場合、株式相場等の下振れ要因
になる。
　信託については、厚生年金保険法の改正により上記の取扱いが可能である
が、生命保険において同様の取扱いができないため、利用者利便が著しく阻害
されている。

制度の所管官庁
及び担当課

金融庁総務企画局企画課


